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公益法人
の区分

国所管、都道府
県所管の区分

応札・
応募者数

サウジアラビア王国政府派遣留
学生の生活・学習支援業務
（トータルライフサポート）

独立行政法人日本学生支援
機構　理事長　遠藤　勝裕
神奈川県横浜市緑区長津田
町4259

H25.11.1

株式会社サフェト ジャパン
東京都千代田区神田多町2-
9-6
多町九曜ビル401号

一般競争入札 - 9,595,486 -

早期返還誓約書等に係る奨学
金業務システム（「JSAS」）の改
修

独立行政法人日本学生支援
機構　理事長　遠藤　勝裕
神奈川県横浜市緑区長津田
町4259

H25.11.5

株式会社日立ソリューション
ズ・ビジネス
神奈川県横浜市西区高島1-
1-2

一般競争入札
(政府調達・
総合評価)

- 67,200,000 -

在籍確認等にかかる留学生給
与等給付システムの改修

独立行政法人日本学生支援
機構　理事長　遠藤　勝裕
神奈川県横浜市緑区長津田
町4259

H25.11.5
アイ・システム株式会社
東京都千代田区九段南4丁
目8番13号

一般競争入札 - 9,240,000 -

平成25年度返還誓約書（平成22
年度以降採用者）等電子画像化
等業務

独立行政法人日本学生支援
機構　理事長　遠藤　勝裕
神奈川県横浜市緑区長津田
町4259

H25.11.6

株式会社福祉工房アイ・ディ・
エス
東京都日野市日野台5-22-
37

一般競争入札 - 4,672,080 -

財務会計システム

独立行政法人日本学生支援
機構　理事長　遠藤　勝裕
神奈川県横浜市緑区長津田
町4259

H25.11.11
株式会社ニッセイコム
東京都品川区大井1丁目47
番1号

一般競争入札
（政府調達）

- 48,037,080 -

ウィルス対策ソフト集中管理シス
テム調達

独立行政法人日本学生支援
機構　理事長　遠藤　勝裕
神奈川県横浜市緑区長津田
町4259

H25.11.19
日立キャピタル株式会社
東京都港区西新橋二丁目15
番12号

一般競争入札
（政府調達）

- 19,761,780 -

適格認定電話対応業務の派遣

独立行政法人日本学生支援
機構　理事長　遠藤　勝裕
神奈川県横浜市緑区長津田
町4259

H25.11.19

株式会社綜合キャリアオプ
ション
東京都渋谷区渋谷2丁目22
番3号

一般競争入札 - 2,287,958 -

契約の相手方の商号又は名
称及び住所

公益法人の場合

備考

独立行政法人から公益法人への支出に関する競争入札に係る情報の公開（物品・役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及び数量
契約担当者等の氏名並びに
その所属する部局の名称及

び所在地

契約を
締結した日

一般競争入札・指
名競争入札の別

（総合評価の実施）
予定価格 契約金額 落札率

様式３－３
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公益法人
の区分

国所管、都道府
県所管の区分

応札・
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契約の相手方の商号又は名
称及び住所
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備考

独立行政法人から公益法人への支出に関する競争入札に係る情報の公開（物品・役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及び数量
契約担当者等の氏名並びに
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び所在地

契約を
締結した日

一般競争入札・指
名競争入札の別

（総合評価の実施）
予定価格 契約金額 落札率

様式３－３

「日本人海外留学生数に関する
調査」に実施業務

独立行政法人日本学生支援
機構　理事長　遠藤　勝裕
神奈川県横浜市緑区長津田
町4259

H25.11.26
特定非営利活動法人アジア
科学教育経済発展機構
東京都中央区新川1-24-12

一般競争入札
（総合評価）

- 5,762,069 -

確認書兼個人信用情報の取扱
いに関する同意書及び返戻用
振込用紙の印刷

独立行政法人日本学生支援
機構　理事長　遠藤　勝裕
神奈川県横浜市緑区長津田
町4259

H25.11.28
株式会社コタニ
東京都練馬区早宮2-43-3

一般競争入札 - 4,270,518 -

奨学金事業部　複合機6台の賃
貸借（リース）及び保守

独立行政法人日本学生支援
機構　理事長　遠藤　勝裕
神奈川県横浜市緑区長津田
町4259

H25.11.30
株式会社リコー
東京都大田区中馬込一丁目
3番6号

一般競争入札 - 2,426,625 -

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。


